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平成２７年度補正予算（第５号）等案の概要  

 

 

国においては、成長力の強化や経済の好循環の加速・拡大を図るとともに、経済の下振れリスクに 

対応していく必要があることから、「1 億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」や「総合 

的な TPP 関連政策大綱」を取りまとめ、1 月 20 日にこれらを踏まえた補正予算が成立しました。 

府としても、国の予算措置を活用し、「希望出生率 1.8」「介護離職ゼロ」などを目標とした施策に取り

組むこととし、一般会計補正予算（第 5 号）等案として編成しました。 

 

 

【1】 規 模 

単位：百万円 

区 分 補 正 前 予 算 額 補 正 額 補 正 後 予 算 額 

一 般 会 計 3,288,597 65,305 3,353,902 

特 別 会 計 1,512,292 11,785 1,524,076 

計 4,800,888 77,089 4,877,978 

    (各表においては、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合がある。) 

 

 

【2】 内 訳 

１ 歳 出 

（１）性質別内訳（会計別） 
 

 

 

区 分 一 般 会 計 府営住宅事業 下水道事 業 計 構成比 

義 務 的 経 費 626 0 0 626 0.8 

 人 件 費 6 0 0 6 0.0 

 扶 助 費 620 0 0 620 0.8 

税 関 連 歳 出 37,166 0 0 37,166 48.2 

建 設 事 業 費 5,907 10,184 1,601 17,691 23.0 

 
国 庫 補 助 5,541 10,184 1,601 17,326 22.5 

単 独 365 0 0 365 0.5 

一般施策経費 21,606 0 0 21,606 28.0 

 

補 助 金 等 5,936 0 0 5,936 7.7 

積 立 金 15,384 0 0 15,384 20.0 

そ の 他 286 0 0 286 0.3 

歳 出 合 計 65,305 10,184 1,601 77,089 100.0 

 単位：百万円、％  

資料２ 
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（２）性質別内訳（一般会計） 

  

 

 

 

（３）部局別内訳（会計別） 

  

 

 

 

 

区 分 補正前予算額 補 正 額 補正後予算額 構成比 

義 務 的 経 費 1,229,408 626 1,230,035 36.7 

 

人 件 費 846,014 6 846,020 25.2 

扶 助 費 53,701 620 54,321 1.6 

公 債 費 329,693 0 329,693 9.9 

税 関 連 歳 出 693,352 37,166 730,518 21.8 

建 設 事 業 費 192,798 5,907 198,704 5.9 

 
国 庫 補 助 117,629 5,541 123,171 3.7 

単 独 75,168 365 75,534 2.2 

一 般 施 策 経 費 1,173,039 21,606 1,194,645 35.6 

 

貸 付 金 419,898 0 419,898 12.5 

補 助 金 等 600,316 5,936 606,252 18.1 

積 立 金 40,663 15,384 56,047 1.7 

そ の 他 112,162 286 112,448 3.3 

歳 出 合 計 3,288,597 65,305 3,353,902 100.0 

部 局 名 一 般 会 計 府営住宅事業 下水道事業 計 構成比 

政 策 企 画 部 59 0  0  59 0.1 

総 務 部 977 0  0  977 1.3 

財 務 部 37,166 0  0  37,166 48.2 

府 民 文 化 部 50 0  0  50 0.1 

福 祉 部 21,951 0  0  21,951 28.5 

健 康 医 療 部 622 0  0  622 0.8 

商 工 労 働 部 198 0  0  198 0.2 

環境農林水産部 672 0  0  672 0.9 

都 市 整 備 部 3,583 0  1,601 5,184 6.7 

住宅まちづくり部 0 10,184 0  10,184 13.2 

公 安 委 員 会 0  0  0  0  0.0 

教 育 委 員 会 26 0  0  26 0.0 

計 65,305 10,184 1,601 77,089 100.0 

 単位：百万円、％  

 単位：百万円、％  
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（４）部局別内訳（一般会計） 

  

※政策企画部には、旧大阪府市大都市局予算を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部 局 名 補正前予算額 補 正 額 補正後予算額 構成比 

政 策 企 画 部 8,570 59 8,629 0.3 

総 務 部 36,324 977 37,301 1.1 

財 務 部 1,061,754 37,166 1,098,920 32.8 

府 民 文 化 部 121,702 50 121,752 3.6 

福 祉 部 472,356 21,951 494,308 14.8 

健 康 医 療 部 94,426 622 95,048 2.8 

商 工 労 働 部 440,447 198 440,645 13.1 

環境農林水産部 18,747 672 19,419 0.6 

都 市 整 備 部 172,245 3,583 175,828 5.2 

住宅まちづくり部 8,708 0 8,708 0.3 

公 安 委 員 会 272,063 0  272,063 8.1 

教 育 委 員 会 581,255 26 581,281 17.3 

計 3,288,597 65,305 3,353,902 100.0 

 単位：百万円、％  
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２ 歳 入 

（１）項目別内訳（会計別） 

   

 

 

 

（２）項目別内訳（一般会計） 

  

 

 

○ 補正後の財政調整基金残高（27 年度末見込み）                 902 億円 

区 分 一 般 会 計 府営住宅事業 下水道事 業 計 構 成 比 

府 税 268 0 0 268 0.4 

地方消費税清算金 27,710 0 0 27,710 35.9 

国 庫 支 出 金 20,734 5,092 800 26,626 34.5 

府 債 3,199 4,226 399 7,824 10.2 

そ の 他 13,394 866 401 14,661 19.0 

 
財政調整基金 13,360 0 0 13,360 17.3 

そ の 他 34 866 401 1,301 1.7 

歳 入 合 計 65,305 10,184 1,601 77,089 100.0 

区 分 補正前予算額 補 正 額 補正後予算額 構 成 比 

府 税 1,396,157 268 1,396,425 41.6 

地方消費税清算金 303,571 27,710 331,281 9.9 

地 方 譲 与 税 145,725 0 145,725 4.3 

地 方 特 例 交 付 金 4,200 0 4,200 0.1 

地 方 交 付 税 252,000 0 252,000 7.5 

国 庫 支 出 金 232,409 20,734 253,142 7.6 

府 債 334,993 3,199 338,192 10.1 

 通 常 債 89,493 3,199 92,692 2.8 

減 収 補 塡 債 31,500 0 31,500 0.9 

臨時財政対策債 205,000 0 205,000 6.1 

行政改革推進債 9,000 0 9,000 0.3 

そ の 他 619,542 13,394 632,936 18.9 

 貸付金元利収入 421,285 0 421,285 12.6 

財 政 調 整 基 金 59,663 13,360 73,023 2.2 

そ の 他 138,594 34 138,627 4.1 

歳 入 合 計 3,288,597 65,305 3,353,902 100.0 

 単位：百万円、％  

 単位：百万円、％  
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【3】 補正項目 

（単位：千円） 

１ 国補正予算関係                              39,923,292 

 

 

 

 

 

 
○ 「希望出生率 1.8」実現のための緊急対策等 9,492,421 

   

 ・認可保育所等の整備 5,500,000 

【福祉部】  

 

待機児童解消を確実なものとするため、認可保育所、認定こども園等の整備を前

倒しして行えるよう安心こども基金を積み増し。 

 

 

 ・児童養護施設等の小規模化等のための整備 207,165 

【福祉部】 

 子どもをより家庭的な養育環境のもとで育てることができるよう、児童養護施設

等の小規模化、機能の分散化に係る整備費について補助（国 1/2、府 1/4、事業者

1/4）。 
 

 

 ・保育人材確保のための取組の推進 2,436,696 

【府民文化部・福祉部】 

 

保育士等の確保及び勤務環境改善を図るため、保育士資格取得修学資金等の貸付

や、保育士の業務負担軽減のための保育補助者雇上費の貸付を実施。 

また、保育士等の待遇改善を図るため、認定こども園等に対する保育士の人件費につ

いて、国家公務員の給与改定に準じた内容（平均 1.9%の改善）を公定価格に反映。 

 

 

 

 ・結婚に伴う新生活の支援 26,730 

【福祉部】 

 

経済的理由で結婚に踏み出せない低所得者を対象に、結婚に伴う新生活を経済的に

支援する施策（新居の住居費や引越し費用の支援）を新たに開始した市町村に対して緊

急に補助（国 3/4、市町村 1/4）。 

 

 

 

 ・ひとり親家庭への自立支援資金の貸付 388,035 

【福祉部】 

 
ひとり親家庭の親の自立促進を図るため、高等職業訓練促進給付金を活用して養成機

関に在学し、資格取得をめざす際の入学準備金や就職準備金を貸付け。 

 

 

 

 ・不妊治療への助成拡大 38,250 

【健康医療部】 

 

特定不妊治療（体外受精及び顕微授精）にかかる初回の助成費の増額及び男性不妊

治療の助成を拡大（国 1/2、府 1/2）。 

 

 

 

一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策等 30,751,884 
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 ・少子化対策の強化 192,965 

【福祉部】 

 
子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組を行う市町村に対する補助や家庭養護

推進のため委託里親の支援を実施。 

 

 

 

 ・子ども施設と地域の共生支援 11,581 

【環境農林水産部】 

 
保育所や幼稚園等における騒音苦情を未然に防止するための啓発等を実施。 

 

 

 

 ・児童養護施設退所者等への自立支援資金の貸付 528,802 

【福祉部】 

 

児童養護施設等を退所し就職や進学する者等の安定した生活基盤を築くことができる

よう家賃相当額及び生活費の貸付を行うとともに、児童養護施設等に入所中の子ども等を

対象に就職に必要な各種資格を取得するための資金を貸付け。 

 

 

 

 ・子どもの生活に関する実態調査等 136,292 

【福祉部】 

 

子どもの貧困対策の効果的な支援のあり方を検証するため、生活習慣や学習環境につ

いて「子どもの生活に関する実態調査」を実施。 

また、子どもの未来を応援する地域ネットワークを形成し、地域の実情を踏まえた施策を

実施する市町村に対し補助（国 3/4・市町村 1/4、国 1/2・市町村 1/2）。 

 

 

 

 ・不登校児童生徒への支援 25,905 

【教育委員会】 

 

不登校児童生徒の状況に応じた総合的な教育支援体制を構築するために市町村に委

託してモデル的な取組みを実施するとともに、教育センターに設置している適応指導教室

の機能を充実。 

 

 

 

 

○ 「介護離職ゼロ」実現のための緊急対策等 12,005,020 
   

 ・地域医療介護総合確保基金（介護分）の積み増し 9,884,000 

【福祉部】  

 

安心につながる社会保障（介護離職ゼロ）の実現に向け、介護サービスを利用で

きず離職することを防止し、自宅待機高齢者を解消するため、地域医療介護総合確

保基金を積み増し。 

（施設整備分 85.0 億円、人材確保分 13.8億円） 

 

 

 

 ・介護福祉士資格取得のための修学資金等の貸付 2,121,020 

【福祉部】  

 
介護人材確保のため、潜在介護人材が再就職する際の準備金等及び介護福祉士資

格を取得するための修学資金を貸付け。 
 

 

 

 

 

 

 



 

7 
 

○ 女性の活躍推進 61,495 

   

 ・産官学協働による女性活躍の支援 7,368 

【府民文化部】  

 

女性が能力を十分に発揮できる大阪をめざし、企業風土の改革に向けて企業経営

者の意識啓発に取組むとともに、就業前の大学生を対象に、就業の意義やワークラ

イフバランスの必要性等について、啓発活動を実施。 

 

 

 

 ・地域における女性活躍推進事業への支援 2,747 

【府民文化部】  

 
地域における女性の活躍を迅速かつ重点的に推進するため、地域女性活躍推進交

付金を活用し、市町村が関係団体・企業等と連携して実施する施策を支援。 
 

 

 

 ・事業所内保育施設の設置促進 10,166 

【福祉部】  

 

待機児童の早期解消と働きやすい環境づくりを目指し、事業所内保育施設の設置

を検討している事業者に対し制度等の紹介や保育事業者や保育士の情報提供を行う

ワンストップ窓口を設置し、早期の事業化を促進。 

 

 

 

 ・OSAKA しごとフィールドにおける女性の就業等相談機能強化 9,465 

【商工労働部】  

 

OSAKA しごとフィールドにコンシェルジュを配置し、女性や就業に関する関係機関

のネットワーク化によるワンストップ相談機能を構築する。また、コンサルタント

の配置により、女性が働き続ける環境づくり（事業所内保育施設設置、若年女性社

員定着等）を目指す中小企業を支援する。 

 

 

 

 ・女性の経済的自立の支援 31,749 

【商工労働部】  

 

非労働力状態にある若年女性を就業に結び付け、経済的自立を支援するため、就

業意欲を喚起し、意識改革を図るセミナーの開催や就業体験などの就職支援、支援

手法の情報発信を行う。 

 

 

 

 

○ UIJ ターンの促進 156,763 

   

 ・就業体験、中小企業の魅力発信等 107,054 

【商工労働部】  

 

東京圏からの人材の確保を図るため、近畿圏の自治体と連携した移住促進フェア

等の開催、府内での就業体験プログラム（提案型研究開発、ベンチャー企業の課題

解決など）の実施、大学生の府内中小企業へのインターンシップを活用した府内中

小企業の魅力発信を実施する。 

 

 

 

 ・しごと・くらし情報の提供、プロフェッショナル人材の活用 49,709 

【商工労働部】  

 

東京圏からの人材の確保を図るため、おおさか地域しごと支援センターにおいて、

大阪の「しごと」や「くらし」情報等を一元的に収集・提供する。またプロフェッ

ショナル人材戦略拠点において、経営革新を促すため、中小企業とプロフェッショ

ナル人材の結び付けを行う。 
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○ 大阪府市医療戦略推進事業費（「スマートエイジング・シティ」の具体化） 59,283 

【政策企画部】  

 

人口減少・超高齢社会に対応するまちづくりであるスマートエイジング・シティの実

現に向けた取組みを促進するため、健康食・療養食などを提供する新たな仕組づくりや、

健康に関する自己管理を普及促進する新たな仕組みづくりなど、健康寿命の延伸に資す

るモデル事業を実施する。 

 

 

 

 

○ 自治体情報のセキュリティ強化 976,902 

【総務部】  

 

高度なセキュリティ対策を講じるため、府内市町村等のインターネット接続口を集約

し監視する大阪版自治体情報セキュリティクラウドを構築。 

 

 

 

 

○ 府営住宅の整備（大阪府営住宅事業特別会計） 8,000,000 

【住宅まちづくり部】  

 地域の居住機能を再生するため、府営住宅の建替え、耐震化、修繕を実施。  

 

 

 

 

 

○ 産地のパワーアップ支援 80,000 

【環境農林水産部】  

 

地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき、農業者等が高収益

な作物・栽培体系への転換を図るための機器リースや生産資材の導入等に対する補助

（補助率 1/2）。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道路・河川等の緊急防災対策 一般会計 4,163,384 

 流域下水道事業特別会計 1,600,560  

【環境農林水産部・都市整備部】  

 

豪雨等による自然災害リスクに対応するため、道路、河川、港湾、流域下水道、公園、

漁港、ため池、森林における緊急防災対策（道路法面の防災工事、河川改修、公園の避

難広場整備等）を実施。 

 

 

 

○ 府営住宅の整備（大阪府営住宅事業特別会計） 2,184,000 

【住宅まちづくり部】  

 府営住宅の耐震化等を進めるため、建替えを実施。  

 

防災・減災 7,947,944 

TPP関連政策大綱実現に向けた施策 80,000 
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○ 肝炎患者への医療費助成拡大 583,682 

【健康医療部】  

 
肝硬変・肝がんへの重症化の予防を図るため、新たに保険適用されたインターフェロ

ンフリー治療薬を医療費助成に追加。 

 

 

 

 

○ 障がい福祉サービス事業所等の基盤整備 559,782 

【福祉部】  

 
障がい児者が安心して生活できるよう、社会福祉法人等が行うグループホームや生活

介護等の施設整備に係る費用に対する補助（国 1/2、府 1/4、事業者 1/4）。 

 

 

 

 

２ その他 

 

○ 地方消費税関連歳出 37,166,000 

【財務部】  

 
地方消費税関連の収入が当初見込みより増加したため、都道府県間清算金及び市町村

交付金等を増額。 

 

 

 

その他国補正への対応 1,143,464 


	■【資料2-1】補正予算（第５号）等の概要（計数）
	■【資料2-2】補正予算（第５号）等の概要（項目）

